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（１）サービス給付費の推計                  （単位：千円） 

介護 予防 介護 予防 介護 予防

訪問介護 50,382 - 50,446 - 50,446 -

訪問看護（介護予防） 7,045 1,957 7,054 1,960 7,054 1,960
訪問リハビリテーション（介護予防） 1,103 609 1,104 610 1,104 610

居宅療養管理指導（介護予防） 595 0 596 0 596 0

通所介護 2,106 - 2,109 - 2,109 -
通所リハビリテーション（介護予防） 727 0 728 0 728 0

短期入所生活介護（介護予防） 3,093 0 3,097 0 3,097 0

福祉用具貸与（介護予防） 5,580 1,061 5,580 1,061 5,580 1,061

特定福祉用具購入費（介護予防） 402 295 402 295 402 295

住宅改修（介護予防） 1,462 322 1,462 322 1,462 322
特定施設入居者生活介護（介護予防） 16,865 0 16,886 0 16,886 0

小　　計 Ａ 89,360 4,244 89,464 4,248 89,464 4,248
認知症対応型通所介護（介護予防） 12,332 0 12,348 0 12,348 0
小規模多機能型居宅介護（介護予防） 35,532 918 35,577 920 35,577 920
認知症対応型共同生活介護（介護予防） 135,760 0 135,932 0 135,932 0

地域密着型通所介護 21,234 - 21,261 - 21,261 -

小　　計 Ｂ 204,858 918 205,118 920 205,118 920

居宅介護（介護予防）支援 14,600 1,569 14,619 1,571 14,619 1,571

小　　計 Ｃ 14,600 1,569 14,619 1,571 14,619 1,571

Ｄ 308,818 6,731 309,201 6,739 309,201 6,739

介護老人福祉施設 143,585 - 143,767 - 143,767 -

介護老人保健施設 49,934 - 49,997 - 49,997 -

小　　計 Ｅ 193,519 - 193,764 - 193,764 -

Ｆ 502,337 6,731 502,965 6,739 502,965 6,739

Ｇ

H

I

Ｊ

Ｋ

17,250 17,250

令和６年度

17,250

居
宅
（

介
護
予
防
）

サ
ー

ビ
ス

地
域
密
着
型

(
介
護

予
防

)

サ
ー

ビ
ス

そ
の
他

施
設
サ
ー

ビ
ス

合　　計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

合計（Ｄ＋Ｅ）

令和７年度 令和８年度

特定入所者介護サービス費

介 護 （ 予 防 ） 給 付

10,160 10,160

537,999 538,640

1,200

321

538,641

1,200

326

1,200

327

高額介護サービス費

高額医療合算介護サービス費

審査支払手数料

標準給付費見込額（Ｆ＋Ｇ＋Ｈ＋Ｉ＋Ｊ）

10,160
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(２) 保険料基準額の算出 

① 標準給付費                          （単位：千円） 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合計 

標準給付費見込額 

Ａ 
５３７，９９９ ５３８，６４０ ５３８，６４１ １，６１５，２８０ 

 

② 地域支援事業費                        （単位：千円） 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合計 

地 域 支 援 事 業 費 

Ｂ 
３４，８２６ ３４，８２６ ３４，８２６ １０４，４７８ 

  

第１号被保険者負担分相当額 Ｃ ＝（A＋B）×２３％ 

                 ＝ ３９５，５４４千円 
 

③ 調整交付金見込額                     （単位：千円） 
 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合計 

調整交付金相当額 

Ｄ 
２７，３３７ ２７，３７０ ２７，３７０ ８２，０７７ 

調整交付金見込額 

Ｅ 
５５，４９５ ５５，６７０ ５３，７５４ １６４，９１９ 

   ※交付金上乗せ額 (E-D)Ｆ         ８２，８４２千円 

 

④ 財政安定化基金等                     
 合計 

財政安定化基金拠出金見込額（Ｇ） ０千円 

財政安定化基金拠出率 ０．００％ 

保険者機能強化推進交付金等交付見込額（H） ９００千円 

保 険 料 収 納 必 要 額（Ｃ-Ｆ+Ｇ-Ｈ） ３１１，８０２千円 
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⑤ 第１号被保険者数                    

区     分 
所得段階別加入者数 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

第１段階 ２８５人 ２７８人 ２７３人 

第２段階 ２５０人 ２４５人 ２４１人 

第３段階 ２１９人 ２１４人 ２１０人 

第４段階 １０９人 １０７人 １０５人 

第５段階 ２０６人 ２０１人 １９８人 

第６段階 １９８人 １９４人 １９０人 

第７段階 １５３人 １４９人 １４７人 

第８段階 ７２人 ７１人 ６９人 

第９段階 ２９人 ２９人 ２８人 

第 10 段階 １２人 １２人 １１人 

第 11 段階 ６人 6人 6人 

第 12 段階 3人 3人 3人 

第 13 段階 ２１人 ２０人 ２０人 

計 １，５６３人 １，５２９人 １，５０１人 

所得段階別加入割合補正後被保険者数 １，４４３人 １，４１２人 １，３８５人 

 

⑥ 第１号被保険者保険料基準額（介護給付費準備基金を取り崩さない場合） 
保険料収納必要額 ３１１，８０２千円 

財政安定化基金交付額 ０千円 

予定保険料収納率 ９９．５％ 

保険料 
月額 ６，１５９円 

年額 ７３，９０８円 

 

⑦ 介護給付費準備基金取り崩しによる介護保険料の抑制 
   保険料率増加抑制のため準備基金を活用し保険料基準額を軽減します。 

保険料収納必要額 ３１１，８０２千円 

準備基金取崩額 １３，１００千円 

基金取崩後保険料収納必要額 ２９８，７０２千円 

保険料（月額） 
軽減額 ２５９円 

軽減後保険料 ５，９００円 

 

令和６年度～令和８年度の｢基準額｣を下記のとおり設定します。 

   基 準 額 （月額） ５，９００円（ １，４００円増額） 

         （年額）７０，８００円（１６，８００円増額） 

第６章 介護保険の事業量の見込み 
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⑧ 各段階別の年間介護保険料 

  第１号被保険者における保険料段階は 13 段階とし、前記⑦による抑制措置後の保険料

は下記のとおりとします。 

段階 所得区分 
保険料 

算出方法 

保険料額 

年額（月額） 

第１段階 

・生活保護受給者 

・世帯全員が町民税非課税者で老齢年金受給者 

・世帯全員が住民税非課税者で課税年金収入額

と合計所得金額の合計が 80 万円以下の方 

基準額×０．２８５ 
２０，１７０円 

（１，６８１円） 

第２段階 

・世帯全員が住民税非課税者で課税年金収入額

と合計所得金額の合計が 80 万円以上 120 万

円以下の方 

基準額×０．４８５ 
３４，３３０円 

（２，８６１円） 

第３段階 
・世帯全員が住民税非課税者で第２段階対象者

以外の方 
基準額×０．６８５ 

４８，４９０円 

（４，０４１円） 

第４段階 

・世帯の誰かに住民税が課税されているが、 

本人が住民税非課税者で課税年金収入額と

合計所得金額の合計が 80 万円以下の方 

基準額×０．９０ 
６３，７２０円 

（５，３１０円） 

第５段階 
・世帯の誰かに住民税が課税されているが、 

 本人が住民税非課税者で第４段階以外の方 
基準額 

７０，８００円 

（５，９００円） 

第６段階 
・本人が住民税課税者で、前年の合計所得金額

が 120 万円未満の方 
基準額×１．２０ 

８４，９６０円 

（７，０８０円） 

第７段階 
・本人が住民税課税者で、前年の合計所得金額

が 120 万円以上 210 万円未満の方 
基準額×１．３０ 

９２，０４０円 

（７，６７０円） 

第８段階 
・本人が住民税課税者で、前年の合計所得金額

が 210 万円以上 320 万円未満の方 
基準額×１．５０ 

１０６，２００円 

（８，８５０円） 

第９段階 
・本人が住民税課税者で、前年の合計所得金額

が 320 万円以上 420 万円未満の方 
基準額×１．７０ 

１２０，３６０円 

（１０，０３０円） 

第 10 段階 
・本人が住民税課税者で、前年の合計所得金額

が 420 万円以上 520 万円未満の方 
基準額×１．９０ 

１３４，５２０円 

（１１，２１０円） 

第 11 段階 
・本人が住民税課税者で、前年の合計所得金額

が 520 万円以上 620 万円未満の方 
基準額×２．１０ 

１４８，６８０円 

（１２，３９０円） 

第 12 段階 
・本人が住民税課税者で、前年の合計所得金額

が 620 万円以上 720 万円未満の方 
基準額×２．３０ 

１６２，８４０円 

（１３，５７０円） 

第 13 段階 
・本人が住民税課税者で、前年の合計所得金額

が 720 万円以上の方 
基準額×２．４０ 

１６９，９２０円 

（１４，１６０円） 

第６章 介護保険の事業量の見込み 
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（１）サービス給付費の推計 
国ではいわゆる団塊ジュニア世代が 65 歳以上となる令和 22 年（2040 年）に向け、75 歳以

上人口が令和 12 年（2030 年）まで増加傾向となっていくことが見込まれることから、必要な

介護サービスが変化することを想定し、中⾧期的な目標を示した上で取組を行うことが重要で

あるとしています。 

美深町における令和 12 年度、令和 22 年度に向けた介護保険事業計画のサービス給付費につ

いては、次のとおり推計します。 
（単位：千円） 

介護 予防 介護 予防

訪問介護 50,446 - 46,316 -
訪問看護（介護予防） 7,054 1,960 6,295 1,712
訪問リハビリテーション（介護予防） 1,104 610 1,104 610
居宅療養管理指導（介護予防） 596 0 596 0
通所介護 2,109 - 2,109 -
通所リハビリテーション（介護予防） 728 0 728 0
短期入所生活介護（介護予防） 3,097 0 3,097 0
福祉用具貸与（介護予防） 5,531 909 4,925 909
特定福祉用具購入費（介護予防） 402 295 402 295
住宅改修費（介護予防） 1,462 322 1,462 322
特定施設入居者生活介護（介護予防） 16,886 0 16,886 0

小　　計 Ａ 89,415 4,096 83,920 3,848
認知症対応型通所介護（介護予防） 12,348 0 11,438 0
小規模多機能型居宅介護（介護予防） 29,388 920 28,008 920
認知症対応型共同生活介護（介護予防）135,932 0 135,793 0
地域密着型通所介護 21,261 0 21,617 0

小　　計 Ｂ 198,929 920 196,856 920
居宅介護（介護予防）支援 15,036 1,461 13,705 1,403

小　　計 Ｃ 15,036 1,461 13,705 1,403
Ｄ 303,380 6,477 294,481 6,171

介護老人福祉施設 143,767 - 134,498 -
介護老人保健施設 49,997 - 49,997 -

小　　計 Ｅ 193,764 - 184,495 -
Ｆ 497,144 6,477 478,976 6,171
Ｇ

H

I

Ｊ

Ｋ

高額介護サービス費 10,200 9,650

532,945 513,095

高額医療合算介護サービス費

審査支払手数料

標準給付費見込額（Ｆ＋Ｇ＋Ｈ＋Ｉ＋Ｊ）

1,500
324

1,300
298

16,700

令和12年度

17,300
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ス

合　　計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

合計（Ｄ＋Ｅ）

令和22年度

特定入所者介護サービス費

介 護 （ 予 防 ） 給 付
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（２）保険料基準額の算出 
美深町における令和 12 年度、令和 22 年度の保険料（推計見込み）は次のとおりです。 

令和 12 年度     ７，４３３円（月額）推計見込み 

             ８９，１９６円（年額）推計見込み 
 

令和 22 年度     ８，５８９円（月額）推計見込み 

            １０３，０６８円（年額）推計見込み 
 

（３）令和 12 年度、令和 22 年度の第１号被保険者数（推計） 

区     分 
所得段階別加入者数 

令和 12 年度 令和 22 年度 

第１段階 ２５３人  ２１２人  

第２段階 ２２２人  １８７人 

第３段階 195 人  １６３人  

第４段階 ９７人  ８１人  

第５段階 １８３人  １５３人  

第６段階 １７７人  １４８人  

第７段階 １３６人  １１４人  

第８段階 ６４人  ５４人  

第９段階 ２６人  ２２人  

第１０段階 １１人  9 人  

第１１段階 ５人 ４人  

第１２段階 ３人  ２人  

第１３段階 １９人  １５人  

計 １，３９１人  １，１６４人  

所得段階別加入割合補正後被保険者数 １，２８５人  １，０７３人  
 

 


